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Ⅲ．館林地区消防組合の財務書類（一般会計等財務書類）

　１．一般会計等貸借対照表

（単位：千円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】
  固定資産 3,346,888  固定負債 1,707,717
    有形固定資産 3,093,924    地方債 1,305,084
      事業用資産 2,394,369    長期未払金 -
        土地 -    退職手当引当金 402,633
        立木竹 -    損失補償等引当金 -
        建物 2,327,831    その他 -
        建物減価償却累計額 -1,032,326  流動負債 116,418
        工作物 3,223,006    １年内償還予定地方債 26,250
        工作物減価償却累計額 -2,314,494    未払金 -
        船舶 1,143    未払費用 -
        船舶減価償却累計額 -571    前受金 -
        浮標等 -    前受収益 -
        浮標等減価償却累計額 -    賞与等引当金 90,168
        航空機 -    預り金 -
        航空機減価償却累計額 -    その他 -
        その他 -負債合計 1,824,135
        その他減価償却累計額 -【純資産の部】
        建設仮勘定 189,781  固定資産等形成分 3,459,056
      インフラ資産 -  余剰分（不足分） -1,709,614
        土地 -
        建物 -
        建物減価償却累計額 -
        工作物 -
        工作物減価償却累計額 -
        その他 -
        その他減価償却累計額 -
        建設仮勘定 -
      物品 3,256,210
      物品減価償却累計額 -2,556,655
    無形固定資産 -
      ソフトウェア -
      その他 -
    投資その他の資産 252,964
      投資及び出資金 -
        有価証券 -
        出資金 -
        その他 -
      投資損失引当金 -
      長期延滞債権 -
      長期貸付金 -
      基金 252,964
        減債基金 -
        その他 252,964
      その他 -
      徴収不能引当金 -
  流動資産 226,689
    現金預金 114,521
    未収金 -
    短期貸付金 -
    基金 112,168
      財政調整基金 112,168
      減債基金 -
    棚卸資産 -
    その他 -
    徴収不能引当金 -純資産合計 1,749,442
資産合計 3,573,577負債及び純資産合計 3,573,577

【　概　　要　】

◇

◇

◇

◇ 地方債残高13億3,133万4千円は、公共資産30億9,392万4千円の43.0％を占め、現時点での公共資
産のうち43.0％が将来世代が負担することとなります。地方債も含めた負債合計18億2,413万5千
円を職員１人当たりに直すと955万0千円の水準となりますが、資産の裏付けがある負債です。

一般会計等　貸借対照表

（平成31年3月31日現在）

資産の総額は、35億7,357万7千円であり、歳入の1.4年分、職員１人当たり1,870万9千円に該当
します。資産総額の67.0％に該当する純資産合計17億4,944万2千円は、過去の世代が蓄積してき
たものであり、十分な蓄積です。一方、負債合計で示された18億2,413万5千円については将来世
代が負担していくことになります。

但し、これまで蓄積してきた純資産は17億4,944万2千円あるものの、固定資産，貸付金，基金で
34億5,905万6千円保有しており、現時点での負債合計18億2,413万5千円を、手許の現預金等の基
金や貸付金以外の流動資産で一括で返済すると仮定すると17億961万4千円資金が不足している状
況です。

資産総額35億7,357万7千円のうち施設，道路，公園等の公共資産は30億9,392万4千円で資産の
86.6％を占めています。この有形固定資産の内、土地を除く償却可能資産の老朽度を示す有形固
定資産減価償却率は67.0％であり高水準です。
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　２．一般会計等行政コスト計算書

（単位：千円）

科目名 金額
  経常費用 1,984,012
    業務費用 1,863,098
      人件費 1,350,251
        職員給与費 1,214,405
        賞与等引当金繰入額 90,168
        退職手当引当金繰入額 -
        その他 45,679
      物件費等 501,375
        物件費 186,171
        維持補修費 1,865
        減価償却費 309,906
        その他 3,433
      その他の業務費用 11,472
        支払利息 11,472
        徴収不能引当金繰入額 -
        その他 -
    移転費用 120,913
      補助金等 94,175
      社会保障給付 24,285
      他会計への繰出金 -
      その他 2,453
  経常収益 13,666
    使用料及び手数料 6,155
    その他 7,511
純経常行政コスト 1,970,346
  臨時損失 -
    災害復旧事業費 -
    資産除売却損 -
    投資損失引当金繰入額 -
    損失補償等引当金繰入額 -
    その他 -
  臨時利益 -
    資産売却益 -
    その他 -
純行政コスト 1,970,346

【　概　　要　】

◇

◇

◇

◇

◇

◇

人に掛かるコストである人件費には、職員給与、議員報酬、福利厚生費などの他、将来発生する
職員の退職金の支払に備えて、毎年必要な額を費用計上する引当金も含んでおり、本年度は13億
5,025万1千円でした。

物件費のうち、減価償却費は設備を利用する際の経年劣化に伴う費用であり、維持補修費は、施
設や設備が、目的とする機能を果たすための修繕に要した費用です。この施設の維持・利用に掛
かるコストは本年度は3億1,177万0千円でした。

移転費用とは、直接サービスを行う費用ではなく、行政機関を通じて支出した費用であり、本年
度は1億2,091万3千円でした。

臨時損益とは費用のうち臨時に発生したもの及び収益のうち臨時に発生したものをいい、資産除
売却損益などが該当します。

一般会計等　行政コスト計算書

自　平成30年4月 1日
至　平成31年3月31日

経常費用は19億8,401万2千円であり、使用料・手数料などの収入1,366万6千円を差し引いた純経
常行政コストは19億7,034万6千円となります。職員１人当たりに換算すると1,031万6千円です。
更に臨時損益を控除した純行政コストも19億7,034万6千円です。

純経常行政コストを税収や補助金で賄う必要がありますが、税収等や補助金などの財源は21億
2,212万3千円でした。コストを財源が上回りました。純経常行政コストと財源の割合は92.8％と
100％を下回っています。
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　３．一般会計等純資産変動計算書

（単位：千円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分)
前年度末純資産残高 1,597,665 3,391,415 -1,790,759
  純行政コスト（△） -1,970,346 -1,970,346
  財源 2,122,123 2,122,123
    税収等 2,111,427 2,111,427
    国県等補助金 10,696 10,696
  本年度差額 151,777 151,777
  固定資産等の変動（内部変動） 67,641 -67,641
    有形固定資産等の増加 337,462 -337,462
    有形固定資産等の減少 -309,905 309,906
    貸付金・基金等の増加 60,036 -60,036
    貸付金・基金等の減少 -19,951 19,951
  資産評価差額 - -
  無償所管換等 - -
  その他 - - -
  本年度純資産変動額 151,777 67,641 84,136
本年度末純資産残高 1,749,442 3,459,056 -1,709,614

【　概　　要　】

◇

◇

◇

◇

◇

◇ 本年度末時点の純資産残高は、17億4,944万2千円ありますが、現時点までで固定資産，貸付金，
基金の形で資産を34億5,905万6千円保有しており、現時点の負債総額を手許の現預金等で一括で
返済するとした場合、17億961万4千円不足します。

行政コスト計算書で計算した純行政コストが純資産変動計算書に転記され、税収や補助金などの
合計額である財源でどの程度賄われているかを計算します。

純資産の増加である財源は、自主財源である地方税等の税収等が21億1,142万7千円あり、国や県
からの補助金である依存財源は1,069万6千円です。

19億7,034万6千円の純行政コストに対し、財源は21億2,212万3千円であり、コストよりも財源が
上回り、1億5,177万7千円純資産が増加しています。純経常行政コストと財源の割合を示す行政コ
スト対税収比率も92.8％と100％を下回っている水準です。

一般会計等　純資産変動計算書

自　平成30年4月 1日
至　平成31年3月31日

主に本年度の資産評価差額や無償所管替等はありませんでした。純資産差額はそのまま本年度純
資産差額となりました。この金額が前年度末純資産残高に加えられ、純資産残高は17億4,944万2
千円となり、貸借対照表に転記されます。

本年度の純資産の増加は1億5,177万7千円ですが、固定資産，貸付金，基金は全体で6,764万1千円
の増加です。一方、財源から行政コストを差し引いた余剰分については8,413万5千円でした。
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　４．一般会計等資金収支計算書

（単位：千円）

科目名 金額
【業務活動収支】
  業務支出 1,842,834
    業務費用支出 1,721,920
      人件費支出 1,518,979
      物件費等支出 191,469
      支払利息支出 11,472
      その他の支出 -
    移転費用支出 120,913
      補助金等支出 94,175
      社会保障給付支出 24,285
      他会計への繰出支出 -
      その他の支出 2,453
  業務収入 2,135,789
    税収等収入 2,111,427
    国県等補助金収入 10,696
    使用料及び手数料収入 6,155
    その他の収入 7,511
  臨時支出 -
    災害復旧事業費支出 -
    その他の支出 -
  臨時収入 -
業務活動収支 292,955
【投資活動収支】
  投資活動支出 397,498
    公共施設等整備費支出 337,462
    基金積立金支出 60,036
    投資及び出資金支出 -
    貸付金支出 -
    その他の支出 -
  投資活動収入 19,951
    国県等補助金収入 -
    基金取崩収入 19,951
    貸付金元金回収収入 -
    資産売却収入 -
    その他の収入 -
投資活動収支 -377,547
【財務活動収支】
  財務活動支出 239,164
    地方債償還支出 239,164
    その他の支出 -
  財務活動収入 287,700
    地方債発行収入 287,700
    その他の収入 -
財務活動収支 48,536
本年度資金収支額 -36,057
前年度末資金残高 150,578
本年度末資金残高 114,521

前年度末歳計外現金残高 -
本年度歳計外現金増減額 -
本年度末歳計外現金残高 -
本年度末現金預金残高 114,521

【　概　　要　】

◇

◇

◇

◇

◇

◇ なお、持続可能な財政運営が可能か否かのバランスを示す指標である基礎的財政収支（プライマ
リーバランス）を計算すると3,303万4千円の資金の赤字です。

一般会計等　資金収支計算書

自　平成30年4月 1日
至　平成31年3月31日

本年度資金残高は1億1,452万1千円となり前年より3,605万7千円の減少となりました。活動別の
収支の内訳は以下の通りです。

業務活動収支は、経常的な行政活動による資金収支で、本年度は2億9,295万5千円の資金が増加
しています。

業務活動収支のうち、臨時に生じた収入・支出を除いた業務活動の収支2億9,295万5千円で、貸
借対照表の地方債総額13億3,133万4千円を返済すると仮定した場合、1.4年で返済が可能です。

投資活動収支は、公共資産整備に伴う収支と金融資産の増減に伴う収支を示し、本年度は3億
7,754万7千円の資金が減少しています。

財務活動収支は地方債等の発行と償還，支払いに伴う収支を示し、本年度は4,853万6千円の資金
が増加しています。
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　５．一般会計等財務書類４表構成の相互関係

（単位：百万円） （単位：百万円）

金 額 金 額

事業用資産 1,708 人件費 1,350

インフラ資産 116 物件費等 501

物品 1,824
その他の
業務費用

11

計 3,459 1,863

▲1,710 121

1,984

14

1,970

1,749 0

3,574 0

1,970

（単位：百万円） （単位：百万円）

金 額

1,598

▲1,970

2,111

11

2,122

152

1,749本年度末現金預金残高

前年度末資金残高

本年度末資金残高

前年度末歳計外現金残高

本年度歳計現金増減額

本年度末歳計外現金残高

科目名

業務活動収支

投資活動収支

財務活動収支

金 額

資産評価差額

293

▲378

49

▲36

151

115

-

科 目 名

前年度末純資産残高

純行政コスト（△）

税収等

国県等補助金

152

-

無償所管替等 -

その他 -

0

0

115 本年度末純資産残高

本年度純資産変動額

科 目 名 科 目 名

資

産

の

部

固

定

資

産

有

形

固

定

資

産

計

流動資産

資 産 合 計

無形固定資産 余剰（不足分）

投資その他
の資産

流動負債

固定資産等形成分

金 額

2,394

0

臨時損失

臨時利益3,574

-

253

253

負
債
の
部

負 債 合 計

純

資

産

の

部

純 資 産 合 計

700

3,094

一般会計等貸借対照表（要約） 一般会計等行政コスト計算書（要約）

一般会計等資金収支計算書（要約） 一般会計等純資産変動計算書（要約）

業務費用

経常費用

純経常行政コスト

純行政コスト

227

(115)

科 目 名

経常収益

固定負債

負債及び純資産合計

（うち、現金預金）

移転費用

本年度資金収支額

本 年 度 差 額

財源
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Ⅴ．館林地区消防組合の財務書類（連結財務書類）

　１．連結貸借対照表

（単位：千円）

科目名 金額 科目名 金額
【資産の部】 【負債の部】
  固定資産 3,926,248  固定負債 2,281,721
    有形固定資産 3,093,924    地方債等 1,305,084
      事業用資産 2,394,369    長期未払金 -
        土地 -    退職手当引当金 976,637
        立木竹 -    損失補償等引当金 -
        建物 2,327,831    その他 -
        建物減価償却累計額 -1,032,326  流動負債 116,439
        工作物 3,223,006    １年内償還予定地方債等 26,250
        工作物減価償却累計額 -2,314,494    未払金 -
        船舶 1,143    未払費用 -
        船舶減価償却累計額 -571    前受金 -
        浮標等 -    前受収益 -
        浮標等減価償却累計額 -    賞与等引当金 90,189
        航空機 -    預り金 -
        航空機減価償却累計額 -    その他 -
        その他 -負債合計 2,398,161
        その他減価償却累計額 -【純資産の部】
        建設仮勘定 189,781  固定資産等形成分 4,038,416
      インフラ資産 -  余剰分（不足分） -2,282,117
        土地 -  他団体出資等分 -
        建物 -
        建物減価償却累計額 -
        工作物 -
        工作物減価償却累計額 -
        その他 -
        その他減価償却累計額 -
        建設仮勘定 -
      物品 3,256,210
      物品減価償却累計額 -2,556,655
    無形固定資産 -
      ソフトウェア -
      その他 -
    投資その他の資産 832,324
      投資及び出資金 -
        有価証券 -
        出資金 -
        その他 -
      長期延滞債権 -
      長期貸付金 -
      基金 832,324
        減債基金 -
        その他 832,324
      その他 -
      徴収不能引当金 -
  流動資産 228,212
    現金預金 116,044
    未収金 -
    短期貸付金 -
    基金 112,168
      財政調整基金 112,168
      減債基金 -
    棚卸資産 -
    その他 -
    徴収不能引当金 -
  繰延資産 -純資産合計 1,756,299
資産合計 4,154,459負債及び純資産合計 4,154,459

【　概　　要　】

◇

◇

◇

◇ 地方債残高13億3,133万5千円は、公共資産30億9,392万4千円の43.0％を占め、現時点での公共資
産のうち43.0％を将来世代が負担することとなります。また地方債も含めた負債合計23億9,816
万1千円は資産の裏付けがある負債です。

連結　貸借対照表

（平成31年3月31日現在）

資産の総額は、41億5,445万9千円であり、歳入の1.6年分に該当します。資産総額の42.2％に該
当する純資産合計17億5,629万9千円は、過去の世代が蓄積してきたものであり、十分な蓄積で
す。一方、負債合計で示された23億9,816万1千円については将来世代が負担していくことになり
ます。

但し、これまで蓄積してきた純資産は17億5,629万9千円あるものの、固定資産，貸付金，基金で
40億3,841万6千円保有しており、現時点での負債合計23億9,816万1千円を、手許の現預金等の基
金や貸付金以外の流動資産で一括で返済すると仮定すると22億8,211万7千円資金が不足している
状況です。

資産総額41億5,445万9千円のうち施設，道路，公園等の公共資産は30億9,392万4千円で資産の
74.5％を占めています。この有形固定資産の内、土地を除く償却可能資産の老朽度を示す有形固
定資産減価償却率は67.0％であり高水準です。
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　２．連結行政コスト計算書

（単位：千円）

科目名 金額
  経常費用 2,011,148
    業務費用 1,863,405
      人件費 1,350,397
        職員給与費 1,214,524
        賞与等引当金繰入額 90,189
        退職手当引当金繰入額 6
        その他 45,679
      物件費等 501,535
        物件費 186,332
        維持補修費 1,865
        減価償却費 309,906
        その他 3,433
      その他の業務費用 11,472
        支払利息 11,472
        徴収不能引当金繰入額 -
        その他 -
    移転費用 147,743
      補助金等 108,788
      社会保障給付 24,285
      その他 14,669
  経常収益 26,051
    使用料及び手数料 6,155
    その他 19,896
純経常行政コスト 1,985,096
  臨時損失 -
    災害復旧事業費 -
    資産除売却損 -
    損失補償等引当金繰入額 -
    その他 -
  臨時利益 -
    資産売却益 -
    その他 -
純行政コスト 1,985,096

【　概　　要　】

◇

◇

◇

◇

◇

◇

連結　行政コスト計算書

人に掛かるコストである人件費には、職員給与、議員報酬、福利厚生費などの他、将来発生する
職員の退職金の支払に備えて、毎年必要な額を費用計上する引当金も含んでおり、本年度は13億
5,039万7千円でした。

物件費のうち、減価償却費は設備を利用する際の経年劣化に伴う費用であり、維持補修費は、施
設や設備が、目的とする機能を果たすための修繕に要した費用です。この施設の維持・利用に掛
かるコストは本年度は3億1,177万1千円でした。

移転費用とは、直接サービスを行う費用ではなく、行政機関を通じて支出した費用であり、本年
度は1億4,774万3千円でした。

臨時損益とは費用のうち臨時に発生したもの及び収益のうち臨時に発生したものをいい、資産除
売却損益などが該当します。

経常費用は20億1,114万8千円であり、使用料・手数料などの収入2,605万1千円を差し引いた純経
常行政コストは19億8,509万6千円となります。更に臨時損益を控除した純行政コストも19億
8,509万6千円です。

純経常行政コストを税収や補助金で賄う必要がありますが、税収等や補助金などの財源は21億
3,685万3千円でした。コストを財源が上回り、行政コスト対税収比率も92.9％と100％を下回っ
ています。

至　平成31年3月31日
自　平成30年4月 1日
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　３．連結純資産変動計算書

（単位：千円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分)他団体出資等分
前年度末純資産残高 1,604,490 3,786,054 -2,181,564 -
  純行政コスト（△） -1,985,096 -1,985,096 -
  財源 2,136,853 2,136,853 -
    税収等 2,126,157 2,126,157 -
    国県等補助金 10,696 10,696 -
  本年度差額 151,757 151,757 -
  固定資産等の変動（内部変動） 252,321 -252,321
    有形固定資産等の増加 337,462 -337,462
    有形固定資産等の減少 -309,906 309,906
    貸付金・基金等の増加 244,716 -244,716
    貸付金・基金等の減少 -19,951 19,951
  資産評価差額 - -
  無償所管換等 - -
  他団体出資等分の増加 - -
  他団体出資等分の減少 - -
  比例連結割合変更に伴う差額 52 41 - -
  その他 - - -
  本年度純資産変動額 151,808 252,362 -100,553 -
本年度末純資産残高 1,756,299 4,038,416 -2,282,117 -

【　概　　要　】

◇

◇

◇

◇

◇

◇

主に本年度の資産評価差額や無償所管替等は5万2千円ありましたので、純資産差額が増加され本
年度純資産差額は1億5,180万8千円となりました。この金額が前年度末純資産残高に加えられ、純
資産残高は17億5,629万9千円となり、貸借対照表に転記されます。

本年度の純資産の増加は1億5,180万8千円ですが、固定資産，貸付金，基金は全体で2億5,236万2
千円の増加です。一方、財源から行政コストを差し引いた余剰分と有形固定資産，貸付金，基金
等の内部変動で減少した純資産は1億55万4千円でした。

本年度末時点の純資産残高は、17億5,629万9千円ありますが、現時点までで固定資産，貸付金，
基金の形で資産を40億3,841万6千円保有しており、現時点の負債総額を手許の現預金等で一括で
返済するとした場合、22億8,211万7千円不足します。

連結　純資産変動計算書

自　平成30年4月 1日
至　平成31年3月31日

行政コスト計算書で計算した純行政コストが純資産変動計算書に転記され、税収や補助金などの
合計額である財源でどの程度賄われているかを計算します。

純資産の増加である財源は、自主財源である地方税等の税収等が21億2,615万7千円あり、国や県
からの補助金である依存財源は1,069万6千円です。

19億8,509万6千円の純行政コストに対し、財源は21億2,615万7千円であり、コストよりも財源が
上回り、1億5,175万7千円純資産が増加しています。純経常行政コストと財源の割合を示す行政コ
スト対税収比率は92.9％と100％を下回っている水準です。
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　４．連結資金収支計算書

（単位：千円）

科目名 金額
【業務活動収支】
  業務支出 1,869,942
    業務費用支出 1,722,200
      人件費支出 1,519,098
      物件費等支出 191,629
      支払利息支出 11,472
      その他の支出 -
    移転費用支出 147,743
      補助金等支出 108,788
      社会保障給付支出 24,285
      その他の支出 14,669
  業務収入 2,162,904
    税収等収入 2,126,157
    国県等補助金収入 10,696
    使用料及び手数料収入 6,155
    その他の収入 19,896
  臨時支出 -
    災害復旧事業費支出 -
    その他の支出 -
  臨時収入 -
業務活動収支 292,962
【投資活動収支】
  投資活動支出 397,619
    公共施設等整備費支出 337,462
    基金積立金支出 60,157
    投資及び出資金支出 -
    貸付金支出 -
    その他の支出 -
  投資活動収入 19,951
    国県等補助金収入 -
    基金取崩収入 19,951
    貸付金元金回収収入 -
    資産売却収入 -
    その他の収入 -
投資活動収支 -377,668
【財務活動収支】
  財務活動支出 239,164
    地方債等償還支出 239,164
    その他の支出 -
  財務活動収入 287,700
    地方債等発行収入 287,700
    その他の収入 -
財務活動収支 48,536
本年度資金収支額 -36,171
前年度末資金残高 152,202
比例連結割合変更に伴う差額 12
本年度末資金残高 116,044

前年度末歳計外現金残高 13
本年度歳計外現金増減額 -13
本年度末歳計外現金残高 -
本年度末現金預金残高 116,044

【　概　　要　】

◇

◇

◇

◇

◇

◇ なお、持続可能な財政運営が可能か否かのバランスを示す指標である基礎的財政収支（プライマ
リーバランス）を計算すると3,302万8千円の資金の赤字です。

連結　資金収支計算書

自　平成30年4月 1日
至　平成31年3月31日

本年度資金残高は1億1,604万4千円となり前年より3,617万1千円の減少となりました。活動別の
収支の内訳は以下の通りです。

業務活動収支は、経常的な行政活動による資金収支で、本年度は2億9,296万2千円の資金が増加
しています。

業務活動収支のうち、臨時に生じた収入・支出を除いた業務活動の収支2億9,296万2千円で、貸
借対照表の地方債総額13億3,133万5千円を返済すると仮定した場合、4.5年で返済が可能です。

投資活動収支は、公共資産整備に伴う収支と金融資産の増減に伴う収支を示し、本年度は3億
7,766万8千円の資金が減少しています。

財務活動収支は地方債等の発行と償還，支払いに伴う収支を示し、本年度は4,853万6千円の資金
が増加しています。
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　５．連結財務書類４表構成の相互関係

（単位：百万円） （単位：百万円）

金 額 金 額

事業用資産 2,282 人件費 1,350

インフラ資産 116 物件費等 502

物品 2,398
その他の
業務費用

11

計 4,038 1,863

▲2,282 148

- 2,011

26

1,985

0

1,756 0

4,154 1,985

（単位：百万円） （単位：百万円）

金 額

1,604

▲1,985

2,126

11

2,137

152

1,756

連結純資産変動計算書（要約）

業務費用

経常費用

純経常行政コスト

純行政コスト

臨時損失

本年度純資産変動額

他団体出資等分の増減

比例連結割合変更に伴
う差額

-

0

本年度末現金預金残高 116

比例連結割合変
更に伴う差額

152

本年度末純資産残高

-

前年度末歳計外現金残高 0

無償所管替等 -

本年度歳計現金増減額 ▲0

その他 -

本年度末歳計外現金残高

資産評価差額

▲36 国県等補助金

前年度末資金残高

本 年 度 差 額

本年度資金収支額

財源

0

0

本年度末資金残高 116

科目名 金 額 科 目 名

業務活動収支 293 前年度末純資産残高

投資活動収支 ▲378

152

純行政コスト（△）

財務活動収支 49 税収等

連結貸借対照表（要約） 連結行政コスト計算書（要約）

固

定

資

産

有

形

固

定

資

産

2,394 固定負債

固定資産等形成分

無形固定資産 - 余剰（不足分）

832

計 832 経常収益

0

科 目 名

負債及び純資産合計

繰延資産

金 額 科 目 名 科 目 名

流動負債

700

負
債
の
部

負 債 合 計

純

資

産

の

部

他団体出資等分

移転費用

純 資 産 合 計 臨時利益-

資

産

の

部

流動資産 228

（うち、現金預金）

連結資金収支計算書（要約）

(116)

投資その他
の資産

資 産 合 計 4,154

3,094
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Ⅵ．組合の財務書類からわかる主な経営指標

分類 指 標 計 算 式 一般会計等 連結

資産額　／　期末職員数
資産額を期末職員数で除して職員一人当たりの資産額を算出します。

資産額　／　（歳入総額＋前期末現金預金残高）
これまでに形成されたストックとしての資産が、歳入の何年分に相当
するかを算出し、地方公共団体の資産形成の度合いを測定します。

（減価償却累計額／償却資産取得価額）×100％
償却資産の取得価額等に対する減価償却累計額の割合を算出すること
により、耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過しているかを
全体として把握します。この比率が高ければ高いほど、老朽化の程度
が高く、将来早い段階で施設の大規模改造や立替が必要になる可能性
があります。

（純資産額／資産額）×100％
資産のうち、どの位の割合で借金の返済を必要としない正味財産があ
るかを示し、現在もっている資産のうち、これまでの世代による負担
の割合を示しています。純資産の割合が高ければ、将来世代への先送
りが少なく、財政状況が健全であると言えます。

（地方債残高／公共資産）×100％
社会資本形成等について将来の償還等が必要な負債による形成割合を
算出することにより、社会資本等形成に係る将来世代の負担の比重を
把握します。

負債額　／　期末職員数
負債額を期末職員数で除して職員一人当たりの負債額を算出します。

業務活動収支（支払利息支出除く）＋投資活動収支（基金除く）

千円 千円

実質債務　／　業務活動収支の黒字分（臨時収支分除く）

実質債務が、償還財源上限額の何年分あるかを示す指標で、債務償還
年数が短いほど債務償還能力が高く、債務償還可能年数が長いほど債
務償還能力が低いといえます。

純経常行政コスト　／　期末職員数
行政コスト計算書で計算される純経常行政コストを期末職員数で除し
て職員一人当たりの行政コストを算出します。

｛純経常行政コスト　／　（一般財源＋補助金等受入）｝×100％

税収等のうち、どれだけ資産形成を伴わない行政コストに費消された
かを示す指標です。この指標が１００％を上回ると、経常的な行政コ
ストを税収等で賄えない状況を示し、過去から蓄積した資産が取り崩
されたことを表します。

（経常収益　／　経常費用）×100％
行政サービスの提供に対する使用料や手数料といった受益者負担の割
合を示す指標です。経常費用に対する割合を算出することにより、行
政サービスを利用する人が負担している割合が分かります。

持
続
可
能
性(
健
全
性)

効
率
性

弾
力
性

92.9%

1.3%受益者負担の割合 0.7%

行政コスト対税収等比率 92.8%

職員一人当たり負債額 9,550千円

▲33,034

21,751千円

43.0%

43.0%

12,556千円

10,393千円

1.4年

4.5年

67.0%

社会資本等形成の世代
間負担比率 (将来世代
負担比率)

43.0%

純資産比率 48.9%

職員一人当たり資産額

資
産
形
成
度 有形固定資産減価償却
率(資産老朽化比率)
※

67.0%

18,709千円

歳入額対資産比率 1.4年

自
律
性

将来世代に残る資産はどのくらいあるか

将来世代と現世代との負担の分担は適切か

財政にどのくらい持続可能性があるか（どのくらい借金があるか）

行政サービスは効率的に提供されているか

資産形成を行う余裕はどのくらいあるか

歳入はどのくらい税金等でまかなわれているか（受益者負担の水準はどうなっているか）

基礎的財政収支(プラ
イマリーバランス)

地方債等の元利償還額を除いた歳出と、地方債等発行収入を除いた歳
入のバランスを示す指標です。当該バランスが均衡している場合は、
経済成長率が長期金利を下回らない限り経済規模に対する地方債の比
率は増加せず、持続可能な財政運営であるといえます。

世
代
間
公
平
性

職員一人当たり行政コスト 10,316千円

▲33,028

債務償還可能年数 4.5年
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